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焦点をあて，第 5次報告（2007年 1 月～2008年






















2004年から2006年までは 1月 1日から12月31日まで，2008年から2017年までは 4月 1日から翌年 3月31日までの数値。2007年に



































































































































































































































































































































































































































年 4 月 1 日に円滑に執行できるよう，法案成立
後速やかに準備を開始する」（2019年 6 月 5 日
会議録）と答弁している。このような入念な法
整備やガイドラインの策定を含めた，「体罰の
ない子育て」への粘り強い運動が我が国の子育
てにおける体罰文化を変容されることも期待さ
れる。
3 ．児童虐待対応の今日の課題と今後の展望
最後に，以上をふまえて，児童虐待対応の今
日の課題と今後の展望を整理しておく。
これまで述べてきた政府対応，「一時保護を
躊躇なく実施する」や児童相談所と警察との連
携，等，権力的な介入への前のめりな姿勢は否
めない。「児童相談所および学校において 1か
月以内に子どもの緊急安全確認」は2019年 2
月・ 3月に確実に実施されたし，ここ数年来児
童相談所への警察からの虐待相談件数は顕著に
増えている。この姿勢は，2019年 5 月の文部科
学省「学校・教育委員会等向け虐待対応の手引
き」においても「速やかな通告」が強調されて
いることからも確認できる。
そして，この権力的介入を導き出しているの
は，「子どもの安全確保を最優先」（2018年 8 月
の「緊急総合対策」）というスローガンである。
しかし，最後にあらためて強調しておきたい。
子どもの虐待への対応には 2つの側面がある。
1つは権力的な介入であり，もう 1つは，子ど
もとその親のウェルビーイングを共に視野に入
れた福祉的な取り組みである。前者は「子ども
の安全の確保」という観点から，緊急性が求め
られる場合が多く，即効性もある。それに対し，
子ども虐待への抜本的な改善には，後者が必要
であり，それは時間もお金もかかる取り組みと
なるが，後者を対策の基盤として根強く取り組
むべきである。
この観点を中心に，児童虐待の今後の取り組
みについて考える。
第一に，「予防的支援」が重視されねばなら
ない。虐待対応に限らず，これまで妊婦健診や
乳幼児健診，乳児家庭全戸訪問事業の実施，近
年ではこれらの事業等をフォローアップする養
育支援訪問事業10）も打ち出されている。さらに，
子育て世代包括支援センターが法定化（2017年
母子保健法）され，設置が進められ，地域にお
ける相談や子育て支援の切れ目のない取り組
み・充実が図られている。このように，就学前
については，全数把握を基盤とした予防的支援
についての施策は世界的に見ても遜色ないと言
われている11）。こうした取り組みの更なる充実
が望まれる。
第二に，一方，就学後の予防的支援の施策が
不十分である。そこで，今日提案されているも
のが子どもの全数把握を可能とする学校をプ
ラットフォームとする取り組み，そして，チー
ム学校の取り組みである。そしてその先には
「チーム地域」「地域づくり」への政策展開が望
まれる。今後の重要な政策課題である。
第三に，「生活困窮世帯に対する支援」等，
虐待家庭の抱える「複合的不利益」そのものへ
の取り組みや，虐待を行った保護者への再発防
止プログラム等，親のウェルビーイングを保障
する保護者支援についての現実的な政策提案が
乏しい12）。換言すれば，「一時保護」ばかりが
強調され，虐待を生み出す社会環境の改善や一
時保護後の取り組みが十分検討されていない。
繰り返すが，子どもが一時保護された場合でも，
一時保護は原則 2か月以内とされ，その後里親
委託・施設入所等のためには，親権者等の同意
あるいは家庭裁判所の承認が必要であり，事実
上，多くの場合 1か月もたたないうちに子ども
は家庭に戻ってくる。その際，親のウェルビー
イングを保障しない限り，子どものウェルビー
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イングは保障されない。
第四に「社会的養育の充実・強化」の 1つと
して，里親制度や養子縁組制度の促進が提言さ
れている。諸外国と比べ我が国では，里親とな
るハードルが高い等により里親が少ない。「虐
待を受けている子どもの最善の利益は，虐待し
ない親と一緒に暮らすことである」と述べたが，
その観点からすれば里親は次善の策である。し
かし，親のウェルビーイングの保障と並行して
里親制度も促進すべきだろう。
第五に，児童相談所における児童福祉司等の
専門人材の確保について，2022年度までに児童
福祉司2000人増という具体的な数字をあげて提
言されている。この計画の速やかな実施が求め
られる。加えて，量の確保と同時に質を確保す
ることを忘れてはならない。現状では，児童福
祉司の勤務年数 3年以内が44％（厚生労働省
2018年 4 月）というデータがある。この現状で
は児童福祉司の専門性が確保できているとは言
い難い13）。その点からも「児童福祉司等への処
遇改善」の現実的・具体的な施策が不十分であ
る14）。
第六に，前章で検討した「体罰のない子育て」
への粘り強い取り組みが必要である。
第七に，ボランタリーセクターの活用が全く
と言っていいほど述べられていない。虐待や子
どもの貧困等に取り組み，子どもの居場所づく
り等に先進的な活動を行っているボランタリー
組織が我が国でも数多く存在する。そのような
組織とも連携・協働する発想がほとんどない。
英国の政策では，公・民の多機関が協働し，ボラ
ンタリー組織が中心的な役割を果たしている15）。
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註
1 ）警察以外の虐待相談の経路は，「近隣知人」
（2018年度13％），家族（同 7％），学校等（同
7％），福祉事務所（同 5％）と続く。
2）「性的虐待」の割合は統計上 1～ 3％にすぎ
ない。しかし現実にはもっと多いと言われて
いる。図 3の内訳は「主たる虐待」を 1つ上
げたものであり，数種の虐待が行われている
場合，「性的虐待」は告知されることが少なく，
統計に表れにくい。
3）必ずしも「権力的な介入」ばかりが提案され
ているわけではない。「転居した場合の児童
相談所間における情報共有」や乳幼児健診未
受診者等の現状把握などの取り組みについて
も提言されている。
4）他には，児童福祉司の早期増員等についても
述べられている。
5）厚生労働省子ども家庭局「市町村・都道府県
における子ども家庭相談支援体制の整備に関
する取組状況について」（2018年12月）によ
ると，2017年度児童虐待相談対応件数は
133,778件であり，虐待により一時保護され
た件数は21,268件である。
6）厚生労働省子ども家庭局「市町村・都道府県
における子ども家庭相談支援体制の整備に関
する取組状況について」（2018年12月）によ
ると，2017年度の一時保護所保護理由は，
51. 0％が児童虐待であり，全体の平均在所日
数は29. 6日である。
7）同様に，児童福祉法33条の 2及び47条の改正
によって，児童相談所長及び児童福祉施設の
長，里親等についても体罰禁止が定められた。
8）近年の論文としては，久保田まり（2010）「児
童虐待における世代間連鎖の問題と援助的介
入の方略：発達臨床心理学的視点から」（『社
会保障研究』45巻 4 号）参照。
9）国会では「民法第822条の規定を削除すると
いうことも含め，さまざまな選択肢を視野に
入れて検討される」と答弁されている。（令
和元年 5月17日衆議院厚生労働委員会会議
録）
10）厚生労働省の調査では，2017年度，全市町村
の84. 8％が実施。（厚生労働省子ども家庭局
「市町村・都道府県における子ども家庭相談
支援体制の整備に関する取組状況について」
2018年11月）
11）山野則子（2018）参照。
12）なお，改正法の附則において，法律施行後 5
年を目途として，保護者支援を含め「児童虐
待の防止等に関する施策の在り方について」
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検討し必要な処置を講ずる，とされている。
また，法案審議中，国会で議論が全くされて
いないわけではない。例えば，一時保護解除
の要件として「再発防止プログラム」を保護
者に義務付けることについて，根本厚生労働
大臣は「虐待を行った保護者本人が問題意識
を持って取り組まないと効果が期待できない
のではないか」等の理由で，その義務化を否
定している。（令和元年 5月17日衆議院厚生
労働委員会会議録）
13）国会でもこの点に関して，人事異動サイクル
の見直し，児童相談所配置経験者の再配置，
児童相談所OBの再任用，等の議論がされて
いる。（例えば，令和元年 5月22日衆議院厚
生労働委員会会議録）
14）この点についても，改正法の附則において
「速やかに，児童相談所の職員の処遇の改善
に資するための措置」を検討し講ずる，とさ
れてはいる。
15）詳しくは，谷川至孝（2018）参照。
